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地域障害者職業センター一覧
施　　　設 郵便番号 所　　　　　　在　　　　　　地 電話番号 FAX

北海道障害者職業センター 001-0024 札幌市北区北二十四条西 5-1-1　札幌サンプラザ 5階 011-747-8231 011-747-8134

　　　　〃　　　旭川支所 070-0034 旭川市四条通 8丁目右 1号　ツジビル 5階 0166-26-8231 0166-26-8232

青　森障害者職業センター 030-0845 青森市緑 2-17-2 017-774-7123 017-776-2610

岩　手障害者職業センター 020-0133 盛岡市青山 4-12-30 019-646-4117 019-646-6860

宮　城障害者職業センター 983-0836 仙台市宮城野区幸町 4-6-1 022-257-5601 022-257-5675

秋　田障害者職業センター 010-0944 秋田市川尻若葉町 4-48 018-864-3608 018-864-3609

山　形障害者職業センター 990-0021 山形市小白川町 2-3-68 023-624-2102 023-624-2179

福　島障害者職業センター 960-8135 福島市腰浜町 23-28 024-522-2230 024-522-2261

茨　城障害者職業センター 309-1703 笠間市鯉淵 6528-66 0296-77-7373 0296-77-4752

栃　木障害者職業センター 320-0865 宇都宮市睦町 3-8 028-637-3216 028-637-3190

群　馬障害者職業センター 379-2154 前橋市天川大島町 130-1 027-290-2540 027-290-2541

埼　玉障害者職業センター 338-0825 さいたま市桜区下大久保 136-1 048-854-3222 048-854-3260

千　葉障害者職業センター 261-0001 千葉市美浜区幸町 1-1-3 043-204-2080 043-204-2083

東　京障害者職業センター 110-0015 台東区東上野 4-27-3　上野トーセイビル 3階 03-6673-3938 03-6673-3948

　　　　〃　　　多摩支所 190-0012 立川市曙町 2-38-5　立川ビジネスセンタービル 5階 042-529-3341 042-529-3356

神奈川障害者職業センター 252-0315 相模原市南区桜台 13-1 042-745-3131 042-742-5789

新　潟障害者職業センター 950-0067 新潟市東区大山 2-13-1 025-271-0333 025-271-9522

富　山障害者職業センター 930-0004 富山市桜橋通り 1-18　住友生命富山ビル 7階 076-413-5515 076-413-5516

石　川障害者職業センター 920-0856 金沢市昭和町 16-1　ヴィサージュ 1階 076-225-5011 076-225-5017

福　井障害者職業センター 910-0026 福井市光陽 2-3-32 0776-25-3685 0776-25-3694

山　梨障害者職業センター 400-0864 甲府市湯田 2-17-14 055-232-7069 055-232-7077

長　野障害者職業センター 380-0935 長野市中御所 3-2-4 026-227-9774 026-224-7089

岐　阜障害者職業センター 502-0933 岐阜市日光町 6-30 058-231-1222 058-231-1049

静　岡障害者職業センター 420-0851 静岡市葵区黒金町 59-6　大同生命静岡ビル 7階 054-652-3322 054-652-3325

愛　知障害者職業センター 453-0015 名古屋市中村区椿町 1-16　井門名古屋ビル 4階 052-452-3541 052-452-6218

　　　　〃　　　豊橋支所 440-0888 豊橋市駅前大通り 1-27　MUS豊橋ビル 6階 0532-56-3861 0532-56-3860

三　重障害者職業センター 514-0002 津市島崎町 327-1 059-224-4726 059-224-4707

滋　賀障害者職業センター 525-0027 草津市野村 2-20-5 077-564-1641 077-564-1663

京　都障害者職業センター 600-8235 京都市下京区西洞院通塩小路下る東油小路町 803 075-341-2666 075-341-2678

大　阪障害者職業センター 541-0056 大阪市中央区久太郎町 2-4-11　クラボウアネックスビル 4階 06-6261-7005 06-6261-7066

　　　　〃　　南大阪支所 591-8025 堺市北区長曽根町 130-23　堺商工会議所 5階 072-258-7137  072-258-7139

兵　庫障害者職業センター 657-0833 神戸市灘区大内通 5-2-2 078-881-6776 078-881-6596

奈　良障害者職業センター 630-8014 奈良市四条大路 4-2-4 0742-34-5335 0742-34-1899

和歌山障害者職業センター 640-8323 和歌山市太田 130-3 073-472-3233 073-474-3069

鳥　取障害者職業センター 680-0842 鳥取市吉方 189 0857-22-0260 0857-26-1987

島　根障害者職業センター 690-0877 松江市春日町 532 0852-21-0900 0852-21-1909

岡　山障害者職業センター 700-0821 岡山市北区中山下 1-8-45　NTTクレド岡山ビル 17階 086-235-0830 086-235-0831

広　島障害者職業センター 732-0052 広島市東区光町 2-15-55 082-263-7080 082-263-7319

山　口障害者職業センター 747-0803 防府市岡村町 3-1 0835-21-0520 0835-21-0569

徳　島障害者職業センター 770-0823 徳島市出来島本町 1-5 088-611-8111 088-611-8220

香　川障害者職業センター 760-0055 高松市観光通 2-5-20 087-861-6868 087-861-6880

愛　媛障害者職業センター 790-0808 松山市若草町 7-2 089-921-1213 089-921-1214

高　知障害者職業センター 781-5102 高知市大津甲 770-3  088-866-2111 088-866-0676

福　岡障害者職業センター 810-0042 福岡市中央区赤坂 1-6-19　ワークプラザ赤坂 5階 092-752-5801 092-752-5751

　　　〃　　　北九州支所 802-0066 北九州市小倉北区萩崎町 1-27 093-941-8521 093-941-8513

佐　賀障害者職業センター 840-0851 佐賀市天祐 1-8-5 0952-24-8030 0952-24-8035

長　崎障害者職業センター 852-8104 長崎市茂里町 3-26 095-844-3431 095-848-1886

熊　本障害者職業センター 862-0971 熊本市大江 6-1-38 4 階 096-371-8333 096-371-8806

大　分障害者職業センター 874-0905 別府市上野口町 3088-170 0977-25-9035 0977-25-9042

宮　崎障害者職業センター 880-0014 宮崎市鶴島 2-14-17 0985-26-5226 0985-25-6425

鹿児島障害者職業センター 890-0063 鹿児島市鴨池 2-30-10 099-257-9240 099-257-9281

沖　縄障害者職業センター 900-0006 那覇市おもろまち 1-3-25　沖縄職業総合庁舎 5階 098-861-1254 098-861-1116

平成 23年 1月現在
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障害者に対する就労支援の推進 

 

～平成２４年度 障害者雇用施策関係予算案のポイント～ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平 成 ２ ３ 年 １ ２ 月 

 

厚 生 労 働 省 

職業安定局 障害者雇用対策課 

職業能力開発局 能力開発課 
 

 
 
 
 



 

施策の概要 

 

 平成22年度における障害者雇用に関する状況を見ると、引き続きハローワークの新規求

職件数、就職件数ともに過去最高となる等障害者の就労意欲の高まりが見られる。とりわ

け精神障害者や発達障害者、難病者などについては、平成17年度からの６年間で、新規求

職申込件数、就職件数ともに大きく伸びており、今後とも障害特性に応じたきめ細かな就

労支援を行うことが求められている。 

障害者の雇用者数も、平成 15 年以降、８年連続で過去最高を更新している一方で、平成

23 年の実雇用率が 1.65%と法定雇用率は未達成であり、また、法定雇用率を満たす企業の

割合も全体の 45.3％と半数以下である等、引き続き障害者雇用の充実・強化を図る必要が

ある。 

また、平成 23 年３月に発生した東日本大震災への対応として、被災地における障害者雇

用対策の拡充を図るため、平成 23 年度第３次補正予算において、①被災地の障害者に係る

実習型雇用終了後の正規雇用奨励金の拡充、②障害者就業・生活支援センターの就業支援

体制の充実、③地域障害者職業センターにおける障害者や企業に対する支援の充実を実施

している。 

 平成24年度においては、上記の状況を踏まえ引き続き震災対応を進めるとともに、 

① 雇用率達成指導の強化と地域の就労支援の強化 

② 障害特性や働き方に応じた支援策の充実・強化 

③ 障害者の職業能力開発支援の推進 

を主要な柱として、障害者に対する就労支援の充実を図る。 

 

 

平成24年度予定額  21,890(  21,805）百万円 

※括弧書きは前年度予算額 

 

 

Ⅰ 雇用率達成指導の強化と地域の就労支援の強化 

 
 

１ ハローワークと地域の関係機関との連携による「チーム支援」の推進によるマッチン

グ機能の向上及び厳正な雇用率達成指導   

［予定額  655（  650）百万円］

 
 
  ハローワークが中心となって、地域の福祉施設、特別支援学校等の関係機関と連携

した「障害者就労支援チーム」を編成し、就職から職場定着まで一貫した支援を行う

「チーム支援」の推進や中小企業に重点を置いた雇用率達成指導や就職面接会等の実

施によりハローワークのマッチング機能の向上を図る。 

 
 



 

 ２ 雇用と福祉の連携による地域に密着した就労支援の実施 

 ［予定額  4,351（ 4,267）百万円］

 
 障害者の身近な地域において就業面及び生活面における一体的な相談・支援を行う「障 

害者就業・生活支援センター」について、全障害保健福祉圏域（平成23年4月現在：361） 

への設置に向け、設置箇所数の拡充及び機能強化を図る。 

（設置箇所数 ３２２センター → ３２７センター） 

 
 

 ３ 障害者試行雇用事業の推進 

 ［予定額  883（ 864）百万円］

 
  事業主に障害者雇用のきっかけを提供するとともに、障害者に実践的な能力を取得さ 

せて常用雇用へ移行するため、短期間の試行雇用（トライアル雇用）を実施する。 

（対象者数 ９，０００人 → ９，２００人） 
 
 
 

Ⅱ 障害特性や働き方に応じた支援策の充実・強化 
  

 １ 障害特性に応じた総合的な雇用支援の実施 

                      ［予定額  2,344（  2,340）百万円］

 
（１）ハローワークにおける精神障害者への専門的支援の強化 

［予定額  600（ 593）百万円］ 

ハローワークにおける精神障害者の新規求職者数の急増に対応するため、精神障害者

等に対し、カウンセリング、企業の意識啓発、職場実習の実施及び就職後のフォローア

ップ等一貫した支援を行う「精神障害者トータルサポーター」の配置により、総合的か

つ継続的な支援を行う。 

 

（２）精神障害者等の雇用促進を図るための奨励金等の活用 

                         ［予定額  761（ 761）百万円］ 

   カウンセリング体制の整備や業務遂行上の支援を行う者の配置等精神障害者等が働

きやすい職場づくりに努めた企業や、精神障害者等の障害特性を踏まえ、一定程度の

期間をかけて段階的に就業時間を延長しながら常用雇用を目指す「精神障害者等ステ

ップアップ雇用」を行う企業に対する奨励金等の活用により、精神障害者等の一層の

雇用促進、職場定着を図る。 

 



 

（３）発達障害者の特性に応じた支援策の充実・強化 

 ［予定額  367（  362）百万円］

発達障害者の就労支援については近年ニーズが高まっている中、今後、発達障害者の 

求職者が増加し、就労支援について体系的な支援の実施が必要になることが見込まれる 

ため、ハローワークにおける発達障害者の支援体制を拡充・強化するとともに、発達障 

害者を雇用し、適切な雇用管理等を行った事業主に対する助成を行うこと等により、発 

達障害者の雇用の促進と安定を図る。 

 
 

  （４）難治性疾患患者雇用開発助成金 

［予定額  145（  145）百万円］

  難病のある人を雇用し、適切な雇用管理等を行った事業主に対する助成を行うことに

より、難病のある人の就労を支援するとともに、その雇用管理上の課題等の把握を行う。 

 

２ チャレンジ雇用の推進                          

                      ［予定額  577（  562）百万円］

 

知的障害者や精神障害者等を都道府県労働局やハローワークにおいて非常勤職員とし 

て雇用し、１～３年の業務経験を踏まえた一般企業等への就職の実現を推進する。 

 
 

３ 在宅就業支援団体活性化事業（新規） 

 ［予定額  21（   0）百万円］

 
在宅就業障害者に対し、受注拡大等への取組や障害者への職業講習等を積極的に実施

する団体を募集し、そのうち支援効果が高いと見込まれる取組を行う団体を選定し、こ

れらに要した費用の一部を助成する。 
 

 

Ⅲ 障害者の職業能力開発支援の推進 
 
  

 １ 民間を活用した機動的かつ実践的な職業訓練の推進 

 ［予定額  1,503（  1,595）百万円］

 
   企業、社会福祉法人等の多様な委託先を活用し、様々な障害の態様やニーズを踏ま

えた職業訓練を実施するとともに、特別支援学校と連携したより早い段階からの職業



 

能力開発機会を提供し、一般就労に向けた切れ目のない支援を実施する。 

また、就業経験がない人等を対象とした「障害者向けデュアルシステム」で、訓練開

始前の準備段階から修了後の就職支援までの総合的・専門的なパッケージ支援を行う

「障害者職業訓練コーチ（仮称）」を配置するなど、委託訓練の充実を図る。 

                         

 
 

 ２ 地域における職業能力開発推進基盤の強化 

 ［予定額  132（  132）百万円］

 
  教育・福祉の実施主体である都道府県並びに政令指定都市の資源を有効活用するこ

ととし、職業訓練をより効果的・効率的に推進するための事業を実施する。 

 

 
 

 ３ 公共職業能力開発施設における障害特性やニーズに応じた職業訓練の推進 

 ［予定額  3,828（ 3,902）百万円］

 
  障害者職業能力開発校において、｢職業訓練上特別な支援を要する障害者｣に重点を

置いた支援を実施する。 

 

 

Ⅳ 障害者権利条約の批准に向けた障害者雇用対策の検討 
 
  

 １ 障害者権利条約の批准に向けた障害者雇用対策の検討 

 ［予定額    11（      4）百万円］

 
  障害者権利条約の批准に対応するため、障がい者制度改革推進会議における議論を

踏まえつつ、労働・雇用分野における障害を理由とする差別の禁止、職場における合

理的配慮の提供を確保するための措置等について、引き続き所要の検討を行う。 
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特別支援教育行政の現状と課題

障害保健福祉関係主管課長会議
平成２４年２月２０日（月）

１．特別支援教育の現状

２．平成２４年度特別支援教育関係予算

３．障害者制度改革に係る検討状況及び教育分野

４．職業教育・就労支援の促進

５．特別支援学校等における医療的ケアの今後の対応について

６．障害者虐待の防止、障害者の養護者に対する支援等に関す

１

１１

１９

２３

２４

文部科学省初等中等教育局 特別支援教育課
課長補佐 前田 幸宣

る法律について ２７

発達障害を含め障害のある幼児児童生徒の自立や社会参加に向けた主体的な取組を支援するという視
点に立ち、幼児児童生徒一人一人の教育的ニーズを把握し、その持てる力を高め、生活や学習上の困難
を改善又は克服するため、適切な指導及び必要な支援を行うもの。

・盲学校、聾学校、養護学校を障害種別を超えた特別支援学校に一本化。

・特別支援学校においては 在籍児童生徒等の教育を行うほか 小中学校等に 在籍する障害のある児童

特別支援教育の理念

学校教育法の一部改正(平成１９年４月施行）

特別支援教育の対象者

１．特別支援教育の現状 ～特別支援教育の充実～

① 特別支援学校 0.60％（約6万4千人）

② 小・中学校の

特別支援学級

1.37％（約14万5千人）

③ 通級による指導 0.57％（約6万1千人）

④ 通常学級にＬＤ(学習障害）、ＡＤＨＤ（注意欠陥
多動性障害）等の児童生徒が約６．３％で在籍
の可能性（Ｈ１４文部科学省調査）

○特別支援教育の対象児童生徒の増大

・平成13年度から平成22年度にかけて、特別支援学校在籍者は、
約32％増、小・中学校の特別支援学級在籍者は約88％増、通
級指導対象者は約105%増。

○幼稚園、小・中学校、高等学校における校内支援
体制の整備

○幼・小・中・高等学校等の特別支援教育体制の整備(平成23年度予算額)

・特別支援教育総合推進事業（253百万円）

○特別支援教育に係る人的環境の整備（平成23年度予算）

・特別支援教育の充実のための定数措置

・特別支援教育支援員(地方財政措置：Ｈ１９年度～公立小・中学校、

Ｈ２１～公立幼稚園、H23～公立高校）

○特別支援学校の大規模化・狭隘化への対応

※ 数値は、義務教育段階における全児童生徒数に占め
る対象児童生徒数の割合。（）内は対象児童生徒数。

・特別支援学校においては、在籍児童生徒等の教育を行うほか、小中学校等に 在籍する障害のある児童
生徒等の教育について助言援助に努める旨を規定。

・小中学校等においては、発達障害を含む障害のある児童生徒等に対して適切な教育を行うことを規定。

特別支援教育の課題 具体的な施策

体制の整備

・小・中学校→一人一人に応じたきめ細やかな支援の充実

・幼稚園、高等学校→全般的に体制整備に遅れ

○一人一人の教育的ニーズに応じた教育の実現

・個別の指導計画や個別の教育支援計画の作成

○教員の専門性の向上

・障害の重度・重複化、多様化等に対応した専門性の確保、向上

○特別支援学校の大規模化・狭隘化への対応

・教室不足等の解消のための施設整備 等

○特別支援学校等の学習指導要領の改訂

・重度・重複化への対応、個別の指導計画等の作成、職業教育充実、

交流及び共同学習の推進等

○特別支援教育担当教員の専門性の向上

・各都道府県の指導者を対象とした専門的研修の実施

○(独)国立特別支援教育総合研究所の充実

・発達障害教育情報センターの設置、専門的・実践的研修の実施

1



視覚障害 知的障害
聴覚障害 肢体不自由

特 別 支 援 学 校

義務教育段階の全児童生徒数 １０６３万人

0.60％
（約６万４千人）

小 学 校 ・ 中 学 校

病弱・身体虚弱

１．特別支援教育の現状 ～特別支援教育の対象の概念図（義務教育段階）～

視覚障害
聴覚障害
知的障害
肢体不自由

視覚障害 自閉症 0.57％

（約２７万人）

2.54％

（約６万１千人）

視覚障害 肢体不自由
聴覚障害 病弱・身体虚弱
知的障害 言語障害

自閉症・情緒障害 1.37％

特別支援学級

通常の学級

通級による指導

（約１４万５千人）

0.83（％）

（約９万１千人）

ＬＤ・ＡＤＨＤ・高機能自閉症等

６.3％程度の在籍率

聴覚障害
肢体不自由
病弱・身体虚弱

言語障害

（※２を除く数値は平成２２年５月１日現在）

情緒障害
学習障害（ＬＤ）
注意欠陥多動性障害（ ＡＤＨＤ）

※２

（約６万１千人）

※１

※１ ＬＤ（Learning  Disabilities）：学習障害
ＡＤＨＤ（Attention-Deficit / Hyperactivity  Disorder) ：注意欠陥多動性障害

※２ この数値は、平成１４年に文部科学省が行った調査において、学級担任を含む複数の教員により判断された回答に基づくものであり、医師の診断によるものでない。

2

※平成18年度までの表記は盲学校、聾学校及び養護
学校とする。以下同じ。

特別支援学校（幼稚部・小学部・中学部・高等部）在籍者数の推移

120,000

140,000 特別支援学校
在籍者数計

視覚障害

聴覚障害

１．特別支援教育の現状 ～特別支援学校の現状（平成２２年５月１日現在）～

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

13年 14年 15年 16年 17年 18年 19年 20年 21年 22年

聴覚障害

知的障害

肢体不自由

病弱・身体虚弱

視覚障害 聴覚障害 知的障害 肢体不自由 病弱・身体虚弱 計

学 校 数 82 116 656 296 131 1,039

在籍者数 5,774 8,591 106,920 31,530 19,337 121,815

※注：平成19年度以降の数値は、複数の障害種に対応できる特別支援学校制度へ転換したため、幼児児童生徒の障害種は学級編制に
より集計し、学校数については、対応している障害種毎に集計した。そのため、重複障害学級在籍者および複数の障害種に対応して
いる学校についてはそれぞれの障害種に重複してカウントしているため、各障害種の数値の合計は特別支援学校の計とは一致しない。
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特別支援学級は、障害の比較的軽い子どものために小・中学校に障害の種別ごとに置かれる少人数の学級（８
人を上限）であり、知的障害、肢体不自由、病弱・身体虚弱、弱視、難聴、言語障害、自閉症・情緒障害の学級がある。

特別支援学級数及び特別支援学級在籍者数の推移

135 ,166
145 ,431

140,000

160,000

特別支援学級数
特別支援学級在籍者数

１．特別支援教育の現状 ～特別支援学級の現状（平成２２年５月１日現在）～

…

77 ,240
81 ,827

85 ,933
90 ,851

96 ,811
104 ,544

113 ,377

124 ,166

44 ,01042 ,06740 ,00437 ,94135 ,94632 ,323 34 ,01430 ,92129 ,35627 ,711

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

知的障害 肢体不自由 病弱・

身体虚弱

弱視 難聴 言語障害 自閉症・

情緒障害

計

学 級 数 22,416 2,567 1,190 309 750 507 16,271 44,010

在籍者数 80,099 4,265 2,129 373 1,262 1,521 55,782 145,431

0
１３年 １４年 １５年 １６年 １７年 １８年 １９年 ２０年 ２１年 ２２年

4

通級による指導は、小・中学校の通常の学級に在籍している障害の軽い子どもが、ほとんどの授

業を通常の学級で受けながら、障害の状態等に応じた特別の指導を特別な場（通級指導教室）で受
ける指導形態である。通級の対象は、言語障害、自閉症、情緒障害、学習障害（ＬＤ）、注意欠陥多動
性障害（ＡＤＨＤ）、弱視、難聴などである。

通級による指導対象児童生徒数の推移

１．特別支援教育の現状 ～通級による指導の現状（平成２２年５月１日現在）～

・
・
・

・
・
・

・
・

・

・
・

・

11,963

38,738

43 078

39,764

296

1,604

1,684

0 10,000 20,000 30,000 40,000 50,000 60,000

平成５年度

平成１７年度

平成１８年度

小学校

中学校
・
・
・

・
・
・

5
※ 各年度 ５月1日現在

43,078

46,956

50,569

56,254

2,162

2,729

3,452

4,383

平成１９年度

平成２０年度

平成２１年度

平成２２年度



45240

49685

54021

通級による指導を受けている児童生徒数の推移（障害種別　公立小・中学校合計）

4 726

6,655

3406

4,013

5,798

50,000

55,000

60,000

65,000

注意欠陥多動性障害

学習障害

自閉症

情緒障害
45,240

49,685

60,637

54,021

１．特別支援教育の現状 ～通級による指導を受けている児童生徒数の推移（公立小・中学校合計）～

v

12259

14069

16700

20006

22928
24342

25922
27547

29565

31767

33652
35757

38738

41448

13 486
16,638

19,217 20,461 21,944 23,290 24,850 26,453 27,718 28,870 29,907 29,713 29,340 29,860 30,390 31,066

1,268
1,275

1,356

1,434

1,553
1,561

1,520
1,597

1,629
1,794

1,750
1,854

1,995 1,943 2,113 2,101 2,118 2,233

1,337
1,611

1,858

1,934

2,158
2,320

2,458
2,660

3,086
3,520

4,184
5,033

6,836
2,898 3,197 3,589

4,710
5,7373,912 5,469

7,047
8,064

9,148

1,351
2,485

3,682

4,726

1,631

2,636

3,406

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

40,000

45,000
情緒障害

難聴その他

言語障害

12,259

14,069

16,700

20,006

22,928
24,342

25,922

27,547
29,565

31,767

33,652
35,757

38,738

41,448

※各年度５月１日現在
※「難聴その他」は難聴、弱視、肢体不自由及び病弱・身体虚弱の合計
※「注意欠陥多動性障害」及び「学習障害」は、平成１８年度から新たに通級指導の対象として学校教育法施行規則に規定
（併せて「自閉症」も平成１８年度から対象として明示：平成１７年度以前は主に「情緒障害」の通級指導教室にて対応）

9,654 11,183
13,486

0

5,000

H５ H６ H７ H８ H９ H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22

6

特別支援学校は、地域の特別支援教育のセンター的役割を担う

特別支援学校 医療福祉
連携

学校教育法等の一部改正（H19.4～）

特別支援学校のセンター的機能

１．特別支援教育の現状～特別支援学校のセンター的機能～

特別支援学校

医療福祉
労働大学

保育所 幼稚園

高校小学校
中学校 支援

センター的機能の具体例

①小・中学校等の教員への支援

②特別支援教育等に関する相談・情報提供

③障害のある児童生徒等への指導・支援

④福祉、医療、労働関係機関等との連絡・調整

⑤小・中学校等の教員に対する研修協力

⑥障害のある児童生徒等への施設設備等の提供
7



【改訂のポイント】
・学校全体で特別支援教育に取り組むための校内支援体制の整備
・一人一人の実態等に応じた指導の充実
・交流及び共同学習の推進

＜中学校学習指導要領＞ （小学校学習指導要領及び高等学校指導要領もほぼ同旨）

（１）小・中学校学習指導要領（平成20年3月告示）

１．特別支援教育の現状 ～学習指導要領の改訂 小・中学校学習指導要領～

第１章 総則
第４ 指導計画の作成等に当たって配慮すべき事項

（8） 障害のある生徒などについては、特別支援学校等の助言又は援助を活用しつ
つ、例えば指導についての計画又は家庭や医療、福祉等の業務を行う関係機関
と連携した支援のための計画を個別に作成することなどにより、個々の生徒の障
害の状態等に応じた指導内容や指導方法の工夫を計画的、組織的に行うこと。
特に、特別支援学級又は通級による指導については、教師間の連携に努め、

効果的な指導を行うこと。

＜中学校学習指導要領解説 総則編＞

第３章
第５節 ８ 障害のある生徒の指導

中学校には、特別支援学級や通級による指導を受ける障害のある生徒とともに、
通常の学級にもＬＤ（学習障害）、ＡＤＨＤ（注意欠陥多動性障害）、自閉症などの
障害のある生徒が在籍していることがあり、これらの生徒については、障害 の状態等
に即した適切な指導を行わなければならない。 8

－ － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － －

１．今回の改訂の
基本的考え方

幼稚園、小学校、中学校
及び高等学校の教育課
程の改善に準じた改善

障害の重度・重複化、多
様化に対応し、一人一人
に応じた指導を一層充実

自立と社会参加を推進す
るため、職業教育等を充
実

○ 障害の重度・重複化、発達障害を含む多様な障害に応じた指導を充実するため、「自立

障害の重度・重複化、多様化への対応

１．特別支援教育の現状 ～学習指導要領の改正 特別支援学校学習指導要領等～

２
．
主
な
改
善
事
項

○ 障害の重度 重複化、発達障害を含む多様な障害に応じた指導を充実するため、 自立
活動」の指導内容として、「他者とのかかわりの基礎に関すること」などを規定

○ 重複障害者の指導に当たっては、教師間の協力した指導や外部の専門家を活用するな
どして、学習効果を高めるようにすることを規定

○ 一人一人の実態に応じた指導を充実するため、全ての幼児児童生徒に「個別の指導計
画」を作成することを義務付け

○ 学校、医療、福祉、労働等の関係機関が連携し、一人一人のニーズに応じた支援を行うた
め、すべての幼児児童生徒に「個別の教育支援計画」を作成することを義務付け

一人一人に応じた指導の充実

項

○ 特別支援学校（知的障害）における職業教育を充実するため、高等部の専門教科として
「福祉」を新設
○ 地域や産業界と連携し、職業教育や進路指導の充実を図ることを規定

自立と社会参加に向けた職業教育の充実

○ 障害のある子どもと障害のない子どもとの交流及び共同学習を計画的・組織的に行うこと
を規定

交流及び共同学習の推進

9



○学習指導要領の実施時期
小学校・中学校・高等学校学習指導要領等の実施スケジュールに準拠

新学習指導要領等の実施スケジュール

１．特別支援教育の現状 ～学習指導要領の改訂 実施時期～

中学校

小学校

（小学部）

幼稚園

（幼稚部）

平成２５年度平成２４年度平成２３年度平成２２年度平成２１年度平成２０年度

全面実施

全面実施

告
示

告
示

告

全面実施

周知・徹底

周知・徹底

周知 徹底

算数、理科

総則等

総則等

先行実施

先行実施

*

*

高等学校

（高等部）

（中学部）

告
示

全面実施

学年進行
で実施

告
示

周知・徹底

周知・徹底

数学、理科

先行実施 総則等

先行実施(学年進行)

数学、理科

先行実施

（*注：特別支援学校幼稚部・小学部・中学部の学習指導要領告示は平成21年3月）

*
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～特別支援教育の理念～
障害のある幼児児童生徒の自立や社会参加に向けた主体的な取組を支援するという視点に立ち、幼児児童生徒一人一人の教育的ニーズを把握し、その

持てる力を高め、生活や学習上の困難を改善又は克服するため、適切な指導及び必要な支援を行う。

平成24年度予算額(案) 8,112,938千円 （ 平成23年度予算額 7,986,707千円 ）

早期からの教育相談・支援体制構築早期からの教育相談・支援体制構築

改正障害者基本法を踏まえ、特別な支援が必要となる可能性のある子ども及びその保護者に対し、早期から

特別支援教育総合推進事業等

特別支援教育に関する
実践研究の実施

改正障害者基本法等を踏まえた体制整備

２．平成２４年度特別支援教育関係予算 ～子ども一人一人のニーズに応じた特別支援教育の推進～

特別支援学校等における実践研究特別支援学校等における実践研究

・特別支援学校と小・中学校と の交流及び
共同学習の推進

・特別支援教育に関する教育課程の編成等
についての実践研究の推進

高等学校等における発達障害のある高等学校等における発達障害のある
生徒へのキャリア教育の充実生徒へのキャリア教育の充実

・発達障害のある生徒の職業教育・進路指導
の充実 等

特別支援教育の体制整備の推進特別支援教育の体制整備の推進

発達障害を含む全ての障害のある幼児児童生徒の支援のため、関係機関との連携、学校への巡回相談や専門家チーム
による支援 研修体制の整備・実施等により 特別支援教育の体制整備を推進する

情報提供や相談会の実施等に取り組み、柔軟できめ細やかな対応ができる一貫した支援体制を構築する。

早期からの教育相談・支援体制を構築

保護者・子ども

早期支援ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ(仮称) ･･･連携、相談・支援体制構築の推進

市町村の取組を総合的に支援

○連絡協議会の開催

○専門的な助言、研修

〇早期からの情報提供
〇相談会の実施
〇就学移行期等の支援

＜実践イメージ＞

円滑な就学

都道府県

成果普及

市町村

医療教育 保健保育 福祉 ・・・

の充実 等

教育 労働

その他
福祉

医療

保健

教員研修特別支援連携協議会

による支援、研修体制の整備・実施等により、特別支援教育の体制整備を推進する。

＜実践イメージ＞

特別支援教育就学奨励費負担等特別支援教育就学奨励費負担等
特別支援学校及び小・中学校の特別支援学級等に就学する児童生徒等の保護者等の経

済的負担を軽減するため、その経済的負担能力に応じ、就学に必要な通学費・教科用図書
購入費等を補助

教科用特定図書等普及推進事業教科用特定図書等普及推進事業
障害のある児童及び生徒が十分な教育を受けることができるように、多くの弱視児童生徒

のニーズに対応した標準規格に基づく拡大教科書等の普及、ボランティア団体等にとって使
い勝手のよい教科書デジタルデータの提供等、教科用特定図書等の普及促進等を図る。

民間組織・支援技術を活用した特別支援教育研究事業民間組織・支援技術を活用した特別支援教育研究事業
発達障害等のある児童生徒の障害特性などに応じた適切な教科用特定図書等や教材を提

供するため、その支援技術等に関する研究や普及推進を実施する。また、就労支援など特に
課題とされている分野等について先導的な取組を行っているＮＰＯ等民間団体に対し、実践
研究を委託する。

民間企業、ＮＰＯ、研究機関等との連携
保護者等の経済的負担の軽減

学校への巡回相談、 専門家
チームによる支援

11



早期からの教育相談・支援体制を構築（市町村）

医療教育 保健

【目的】

保育保育

平成24年度予算額(案):81,421千円(新規)

福祉

市町村の取組
を総合的に支
援（都道府県）

・・・

改正障害者基本法を受け、特別な支援が必要となる可能性のある子ども及びその保護者に対し、各市町村が早期から情報の提
供や相談会の実施等に取り組み、柔軟できめ細やかな対応ができる一貫した支援体制を構築するとともに、各都道府県は、市町
村の取組や体制の構築を総合的に支援する。【採択予定数：１６都道府県】

２．平成２４年度特別支援教育関係予算～早期からの教育相談・支援体制構築事業～

文部科学省
○就学相談資料

市町村就学指導委員会 早期支援ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ(仮称)

県就学指導委員会

･･･連携の推進役、相談・支援体制構築のための取り
まとめ、連絡・調整、情報収集。

○連絡協議会
の開催

○専門的な助
言、研修

早期からの情報の提供等
による支援

就学移行期等におけ
る充実した支援

○就学期における個別の教育
支援計画の作成・活用
（本人・保護者、幼稚園・保育所等、
医学・心理学等の専門家の参加の
もと市町村教育委員会が作成）

○学校見学の促進

＜実践イメージ＞

相談会の実施等による支
援

○様々な機会での相談会の開催
等相談体制の構築
(例)・幼稚園 ・保育所
・小学校
・特別支援学校

連携

委託

連携

○幼稚園・保育所等を通じた子
育て支援・教育関係の情報の
提供

○指導計画、支援計画や相談支
援ファイルの活用

円滑な就学

小学校・特別支援学校保護者・子ども

厚生労働省

相談 支援

○就学相談資料
の作成、説明
会、連絡協議
会の開催

○学校見学の促進
○就学時健康診断との連携
○就学後のフォローアップ

・教育センター
・保健センター等
福祉部局

相談 支援

連携

相談 支援

発達段階に応じた細
やかな相談・支援

○幼稚園・保育所の教職
員への理解啓発

○1歳半児健診・3歳児健
診との連携

共通認識の醸成
12

特別支援学校及び小・中学校の特別支援学級等への就学の充実を図るため、障害のある児童生徒等の
保護者等の経済的負担を軽減するために必要な援助を行い、もってこれらの学校への就学を奨励するとともに
特別支援教育の振興を図る。 （ 根拠法令 ： 特別支援学校への就学奨励に関する法律 ）

○ 特別支援教育就学奨励費 負担金 平成24年度予算額(案) 5,068,649千円（平成23年度予算額 4,874,715千円）
公私立の特別支援学校の小学部、中学部及び高等部（専攻科を除く）の保護者等に対する補助

奨

特別支援教育就学奨励費（負担金・補助金・交付金）特別支援教育就学奨励費（負担金・補助金・交付金）２．平成２４年度特別支援教育関係予算 ～特別支援教育就学奨励費（負担金・補助金・交付金）～

保 護 者

○ 特別支援教育就学奨励費 補助金 平成24年度予算額(案) 2,314,003千円（平成23年度予算額 2,249,157千円）
公私立の特別支援学校の幼稚部及び高等部並びに小・中学校の特別支援学級等の保護者等に対する補助
学校現場等における特別支援教育の体制整備に要する経費を補助

○ 特別支援教育就学奨励費 交付金 平成24年度予算額(案) 461,404千円（平成23年度予算額 459,357千円）
国立大学法人附属の特別支援学校並びに小・中学校の特別支援学級等の保護者等に対する補助

平成24年度予算額(案) 7,844,056千円（平成23年度予算額 7,583,229千円）

特別支援教育の振興 特別支援学校、小・中学校
教 育 の 機 会 均 等 の 確 保

地方公共団体

国

障害のある子ども

保 護 者

援 助
経済的負担を軽減

補助対象経費
・教科書購入費
・学校給食費
・交通費
・修学旅行費
・寄宿舎居住経費

・学用品費 など

就 学

補助

体制の整備

13



■発達障害等の障害特性に応じた教材・支援技術等の
実証研究

大学等を対象に、発達障害等の子どもの障害特性に応じた教科用

特定図書等の普及 運用の在り方についての実証的研究を行い 発達

発達障害等のある児童生徒の障害特性などに応じた教科用特定図書等や教材を提供するため、その支援技術
等に関する研究や普及推進を実施する。また、特に課題とされている分野等について先導的な取組を行っているＮ
ＰＯ等民間団体に対し、実践研究を委託する。

平成24年度予算額(案) 25,213千円（平成23年度予算額 25,512千円）

■障害のある児童生徒のため
の教材普及推進事業（新規）

障害特性に応じた教材を作成

する中核となる団体の育成 活動 委託 委託

２.平成２４年度特別支援教育関係予算～民間組織・支援技術を活用した特別支援教育研究事業～

特定図書等の普及・運用の在り方についての実証的研究を行い、発達
障害等のある児童生徒の困難の改善を図る。これまでの研究で得られ
た教科用特定図書等や教材、支援技術の効果的な機能についての基
礎的なノウハウを踏まえ、今後の教科用特定図書等に関する全国への
普及・運用の在り方について調査研究を実施する。
【研究内容】

・ 発達障害等の障害特性に応じた教科用特定図書等や教材の
普及可能性

・ 教科用特定図書等や教材の運用に際しての配慮
・ 教科用特定図書等や教材を使用した効率的な指導方法 等

する中核となる団体の育成、活動
の支援を図る。マニュアルを作成
し、他の団体とネットワークを形成
してノウハウを普及し、適切な教
材を児童生徒等に対して提供で
きる環境整備を図る。

児童生徒に対しても教材の取扱
説明書等を作成して活用を促進
するとともに、使用後の改善すべ
き点等を収集することによって
ユーザー側のニーズを把握する。

学校関係者等に対しても教材の
知識の普及推進を図る。

委託

実施
報告

成果
報告

委託

■特別支援教育に関するＮＰＯ等の活動・連携の支援に
関する実践研究

障害のある児童生徒への教育支援活動を行うNP

O等民間団体を対象に、発達障害児への学習支援等
特に課題とされている分野等に関する研究を委託し、
その研究成果を普及する。

＜期待される効果＞

● 障害のある児童生
徒の教科学習等におけ
る困難の改善、学習意
欲や学力の向上、自立
と社会参加の促進

● 民間団体と連携した
特別支援教育の推進

児童生徒

他のボランティア団体

学校関係者等

教
材

改
善
点

作
成
ノ
ウ
ハ
ウ

教
材
に
つ
い
て
の
疑
問
等

知
識
の
普
及

ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
へ
の
参
画
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東日本大震災により被災した幼児児童生徒・教職員等の心のケアや、教職員・保護者等への助言・援助、学校教育活動の復
旧支援、福祉機関係機関との連携調整等様々な課題に対応するため、平成２３年度補正予算において、スクールカウンセラー
等を緊急派遣する経費を措置したところ。
これらの支援について、被災地の自治体からは平成２４年度以降についても引き続き支援を要望されていることから、被災

した幼児児童生徒・教職員等に対する切れ目ない心のケアや必要な支援を措置するとともに、新たに電話相談体制の整備に係
る経費を計上する

平成２３年度１次補正予算額平成２３年度１次補正予算額 ：： ３，０１５百万円３，０１５百万円
平成２３年度３次補正予算額平成２３年度３次補正予算額 ：： ３５１百万円３５１百万円

平成２４年度予算額（案）平成２４年度予算額（案） ：： ４，７０２百万円４，７０２百万円 【【復興特別会計計上額復興特別会計計上額】】

２．平成２４年度特別支援教育関係予算～緊急スクールカウンセラー等派遣事業～

る経費を計上する。

心のケアの対応

児 童 生 徒 等
教 職 員 保 護 者

地 域関 係 機 関 被災地域等

進路指導・就職支援

心のケア・助言・援助等
及び

新たな課題への対応

・スクールカウンセラーの派遣
臨床心理士 等

・スクールカウンセラーに準ずる者の派遣
相談業務経験者、教育・福祉分野の専門的知識を有する者 等

・電話相談体制の整備

心のケアの対応 進路指導・就職支援

障害のある子どもへの支援

・緊急進路指導員の派遣
若年者の就職支援の経験を有する者、地域産業界の

事情に精通する者 等
このほか、被災した高校生が首都圏で就職活動を行うための支援

を実施

・外部専門家の派遣
作業療法士（OT）・理学療法士（PT）・言語聴覚士（ST）・児童精神科医 等

生徒指導体制の強化

・生徒指導の経験豊富な者の配置
生徒指導体制を強化するため、生徒指導に関する知識・経験
豊富なアドバイザー等の配置 等 15



少人数学級の更なる推進等によるきめ細やかで質の
高い学びの実現 ～教職員定数の改善～

▼▼ 趣趣 旨旨

新学習指導要領が求める協働型の授業への対応や、被災又は経済的理由等により学習支援が真に必要
な児童生徒への支援のため、少人数学級を推進するとともに、様々な児童生徒の実態に対応できる教職

（平成２４年度 義務教育費国庫負担金予算案）
平成24年度予算額（案） １兆5,597億円 （対前年度▲70億円）

２．平成２４年度特別支援教育関係予算～教職員定数の改善～

○３５人以下学級の更なる推進 ９００人
・小学校２年生の36人以上学級の解消

○学習支援が真に必要な児童生徒への支援の充実 ２，５００人
① 中学校における経済的な困難を抱える生徒などへの学習支援：800人

・ 少人数指導や補充学習等の学習支援の取組み
・ 学習上のつまづき解消のための取組み

② 発達障害等の児童生徒のための通級指導の充実など、特別支援教育への対応：600人
③ 日本語指導が必要な外国人児童生徒等への学習支援：100人
④ 被災した児童生徒のための学習支援（東日本大震災にかかる教育復興支援）：1,000人 【※復興特別会計】

○きめ細やかで質の高い指導の充実 ５００人

員配置の充実を図る。

○きめ細やかで質の高い指導の充実 ５００人
⑤ 小学校における専科指導の充実：400人

（小・中連携の推進や複数教員の指導等）
⑥ 地域連携による質の高い教育の実現：100人

・ 地域連携のコーディネーターとしての役割を担う事務職員の充実
・ 先導的な取組みを行うコミュニティースクールへの支援

〔※既存の研修等定数を▲100人程度合理化減〕

・ 教 職 員 の 若 返 り 等 に よ る 給 与 減

・ 教 職 員 定 数 の 自 然 減

・ 「 復 興 特 別 会 計 」

・ 「 日 本 再 生 重 点 化 措 置 」 + 61億円（+ 2,800人）

+ 22億円（+ 1,000人）

▲107億円（▲4,900人）

▲ 46億円 16

加 配 教 職 員 定 数 に つ い て （ 義 務 ）

加 配 教 職 員 定 数 は 、 習 熟 度 別 指 導 の た め の 少 人 数 指 導 等 の 実 施 、
い じ め や 不 登 校 等 へ の 対 応 な ど 、 学 校 が 個 々 に 抱 え る 問 題 解 決 の
た め に 学 級 担 任 等 の 基 本 的 な 教 職 員 定 数 と は 別 に 毎 年 度 の 予 算 の

範 囲 内 で 特 例 的 に 措 置 し て い る も の 。

平 成 ２ ４ 年 度 予 算 （ 案 ） に お け る 加 配 教 職 員 定 数 一 覧

加 配 事 項 内 容 予 算 定 数

２．平成２４年度特別支援教育関係予算～加配教職員定数について（義務）～

指 導 方 法 工 夫 改 善 少 人 数 指 導 、 習 熟 度 別 指 導 、 テ ィ ー ム ・ テ ィ ー チ 4 1 , 5 2 3 人
（ ）( 法 7 条 2 項 ) ン グ な ど き め 細 か な 指 導 方 法 改 善 ＋ 2 , 1 0 0 人

通 級 指 導 対 応 比 較 的 軽 度 の 障 害 の あ る 児 童 生 徒 の た め の い わ ゆ 5 , 3 4 1 人
( ＋ 6 0 0 人 )( 法 1 5 条 3 号 ) る 通 級 指 導 対 応

児 童 生 徒 支 援 い じ め 、 不 登 校 や 問 題 行 動 へ の 対 応 、 地 域 や 学 校
( 法 1 5 条 2 号 ) の 状 況 に 応 じ た 教 育 指 導 上 特 別 な 配 慮 が 必 要 な 児 7 , 7 7 7 人

（ ）童 生 徒 対 応 ＋ 1 , 1 0 0 人

主 幹 教 諭 の 配 置 主 幹 教 諭 の 配 置 に 伴 う マ ネ ジ メ ン ト 機 能 の 強 化 へ
( 法 1 5 条 4 号 ) の 対 応 1 , 4 4 8 人

研 修 等 定 数 資 質 向 上 の た め の 教 員 研 修 、 初 任 者 研 修 、 教 育 指
( 法 1 5 条 6 号 ) 導 の 改 善 研 究 対 応 5 , 0 8 3 人

養 護 教 諭 い じ め 、 保 健 室 登 校 な ど 心 身 の 健 康 へ の 対 応
( 法 1 5 条 2 号 ) 2 8 2 人( 法 1 5 条 2 号 ) 2 8 2 人

栄 養 教 諭 等 肥 満 、 偏 食 な ど 食 の 指 導 へ の 対 応
( 法 1 5 条 2 号 ) 2 7 9 人

事 務 職 員 事 務 処 理 の 効 率 化 な ど 事 務 の 共 同 実 施 対 応
( 法 1 5 条 5 号 ) 8 7 2 人

合 計 6 2 , 6 0 5 人
（ ）＋ 3 , 8 0 0 人

※ （ ） 内 は 平 成 ２ ４ 年 度 増 減 数
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【24年度措置予定額 ： 約476億円（23年度措置額 ： 約443億円】

「特別支援教育支援員」は、幼稚園、小・中学校、高等学校において、校長、教頭、特別
支援教育コーディネーター、担任教師等と連携のうえ、日常生活上の介助（食事、排泄、
教室の移動補助等） 発達障害等の幼児児童生徒に対する学習支援 児童生徒の健康・

２．平成２４年度特別支援教育関係予算 ～特別支援教育支援員の地方財政措置について～

■特別支援教育支援員の配置に係る経費（拡充）

□ 公立幼稚園、小・中学校及び高等学
校において、障害のある幼児児童生
徒に対し、学習活動上のサポート等を
行う「特別支援教育支援員」を配置す
るため、都道府県・市町村に対して、
必要な経費を措置するもの

学校種 平成24年度 平成23年度

教室の移動補助等）、発達障害等の幼児児童生徒に対する学習支援、児童生徒の健康
安全確保、周囲の児童生徒の障害理解促進等を行う。

必要な経費を措置するもの。 幼稚園【拡充】 約4,500人 約4,300人

小・中学校【拡充】 約36,500人 約34,000人

高等学校 約500人 約500人

合計 約41,500人

（事業費：約476億円）

約38,800人

（事業費：約443億円）
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１．インクルーシブ教育システム構築に向けての特別支援教育の方向性について
○インクルーシブ教育システム(包容する教育制度)の理念とそれに向かっていく方向性に賛成。

３．障害者制度改革 ～中央教育審議会初等中等教育分科会
特別支援教育の在り方に関する特別委員会
論点整理概要（平成22年12月24日）①～

○インクルーシブ教育システムにおいては、同じ場で共に学ぶことを追求するとともに、個別の教育
的ニーズのある児童生徒に対して、その時点で教育的ニーズに最も的確にこたえる指導を提供で
きる多様で柔軟な仕組みを整備することが重要。子ども一人一人の学習権を保障する観点から、
通常の学級、通級による指導、特別支援学級、特別支援学校といった、連続性のある「多様な学び
の場」を用意しておくことが必要。

○障害のある子どもと障害のない子どもが共に学ぶことは、共生社会の形成に向けて望ましいと考
えられる。同じ社会に生きる人間として、お互いを正しく理解し、共に助け合い、支え合って生きて
いくことの大切さを学ぶなど、個人の価値を尊重する態度や自他の敬愛と協力を重んずる態度を
養うことが期待できる。

○インクルーシブ教育システム構築に向けての今後の進め方については、短期と中長期に整理し段
階的に実施していくことが必要。
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２．就学相談・就学先決定の在り方について
○一人一人の教育的ニーズに応じた支援を保障する就学先を決定するため、また、本人・保護者、
学校 教育委員会が円滑に合意形成を図るため 医療や福祉の関係部局等との連携を図りなが

３．障害者制度改革 ～中央教育審議会初等中等教育分科会
特別支援教育の在り方に関する特別委員会
論点整理概要（平成22年12月24日）②～

学校、教育委員会が円滑に合意形成を図るため、医療や福祉の関係部局等との連携を図りなが
ら、障害のある子どもの教育相談・支援を乳幼児期を含め早期から行うことが必要。

○就学基準に該当する障害のある子どもは、特別支援学校に原則就学するという従来の就学先決
定の仕組みを改め、障害の状態、本人の教育的ニーズ、本人・保護者の意見、専門家の意見等を
踏まえた総合的な観点から就学先を決定する仕組みとすることが適当。その際、本人・保護者に対
し十分情報提供をしつつ、本人・保護者の意見を最大限尊重し、本人・保護者と教育委員会、学校
等が教育的ニーズと必要な支援について合意形成を行うことを原則とし、最終的には市町村教育
委員会が決定。本人・保護者と教育委員会、学校等の意見が一致しない場合の調整の仕組みにつ
いて、今後、検討していくことが必要。

○就学先決定後も、継続的な教育相談を行い、個別の教育支援計画を見直す中で、柔軟に就学先
の見直しを図り適切な支援を行っていくことが適当。

○市町村教育委員会は、障害のある子ども本人・保護者に対して十分な相談・情報提供ができる体
制を整備することが必要。その支援のために都道府県教育委員会は、専門的な相談・助言機能を
充実・強化することが必要。
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３．インクルーシブ教育システムを推進するための人的・物的な環境整備について
○発達障害も含め、特別支援教育の更なる充実のため、現場での意識改革、指導方法の充実、人
的・物的な環境整備等が必要

３．障害者制度改革 ～中央教育審議会初等中等教育分科会
特別支援教育の在り方に関する特別委員会
論点整理概要（平成22年12月24日）③～

的 物的な環境整備等が必要。

○合理的配慮については、ソフト・ハードの両面が必要であり、今後、障害種別の内容も含めて一層
の検討が必要。

○特別支援学校と幼稚園、保育所、認定こども園、小・中・高等学校等との間で行われる交流及び共
同学習を一層推進するとともに、例えば、居住する地域の小・中学校に副次的な学籍を持たせるな
ど一層の工夫が必要。

○特別支援学校のセンター的機能を一層活用することが必要。

４．教職員の確保及び専門性向上のための方策について
○インクルーシブ教育システムの構築のため、教職員の確保や教員の専門性の向上を図るための
具体的方策として、大学での教員養成の在り方、管理職を含めた現職教職員の研修体系、採用・
配置などについて、今後検討していくことが必要。
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（５）障害者基本法の改正について

○平成 ５年 心身障害者対策基本法を障害者基本法と改称
○平成１６年６月 ４日 障害者基本法の一部を改正する法律が公布・施行

（同法附則第３条において、施行後５年を目途として検討し、必要な措置を講ずることとされている。）
○平成２３年３月１１日 障がい者制度改革推進本部において障害者基本法改正案決定
○平成２３年４月２２日 閣議決定
○平成２３年６月１６日 障害者基本法改正案が衆議院で一部修正の上、可決
○平成２３年７月２９日 障害者基本法改正案が参議院で可決・成立
○平成２３年８月 ５日 障害者基本法の一部を改正する法律が公布・施行

（「障害者政策委員会 と「審議会 他 合議制 機関 係る規定 部分 布 から 年を超 な 範 内 お 施行 ）

経 緯 等

３．障害者制度改革 ～障害者基本法の改正～

【改正後】(下線部は改正部分。下線網掛け部は衆議院一部修正) 
（教育）

第十六条 国及び地方公共団体は、障害者が、その年齢及び能力
に応じ、かつ、その特性を踏まえた十分な教育が受けられるよう
にするため、可能な限り障害者である児童及び生徒が障害者で
ない児童及び生徒と共に教育を受けられるよう配慮しつつ、教育
の内容及び方法の改善及び充実を図る等必要な施策を講じなけ
ればならない。

（削除）

【改正前】
（教育）

第十四条 国及び地方公共団体は、障害者が、その年齢、能力及
び障害の状態に応じ、十分な教育が受けられるようにするため、
教育の内容及び方法の改善及び充実を図る等必要な施策を講
じなければならない。

２ 国及び地方公共団体は、障害者の教育に関する調査及び研
究並び 学校施設 整備を促進 な ればならな

教育の条文のみ抜粋

（「障害者政策委員会」と「審議会その他の合議制の機関」に係る規定の部分については公布日から１年を超えない範囲内において施行。）

２ 国及び地方公共団体は、前項の目的を達成するため、障害者
である児童及び生徒並びにその保護者に対し十分な情報の提供
を行うとともに、可能な限りその意向を尊重しなければならない。

３ 国及び地方公共団体は、障害者である児童及び生徒と障害者
でない児童及び生徒との交流及び共同学習を積極的に進めるこ
とによつて、その相互理解を促進しなければならない。

４ 国及び地方公共団体は、障害者の教育に関し、調査及び研究
並びに人材の確保及び資質の向上、適切な教材等の提供、学校
施設の整備その他の環境の整備を促進しなければならない。
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究並びに学校施設の整備を促進しなければならない。

（新設）

３ 国及び地方公共団体は、障害のある児童及び生徒と障害のな
い児童及び生徒との交流及び共同学習を積極的に進めることに
よつて、その相互理解を促進しなければならない。

（新設）
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○特別支援学校卒業者の状況（高等部本科）

就職者：２割強、 施設等入所者：６割強

○学校から雇用 の流れの強化

４．職業教育・就労支援の促進

○学校から雇用への流れの強化
・本人や保護者の一般就労への意識改革

・産業界のニーズに応じた教育の改善 （企業実習等）

・学校、企業、労働機関が協力した職場開拓

特別支援学校学習指導要領（平成21年3月告示）における

職業支援 就労支援の充実に関する改訂のポイント職業支援・就労支援の充実に関する改訂のポイント

・産業現場等における長期間の実習を取り入れるなど、就業体験の機会を充実

・校内の組織体制の整備や労働・福祉等の関係機関との連携、地域や産業界等の人々の

積極的な協力を得るなど、進路指導を充実

・知的障害者を教育する特別支援学校高等部に専門教科「福祉」を新設
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幼稚部 小学部 中学部 高等部 合計

通学生 48 2,714 1,246 1,235 5,243

訪問教育（家庭） 0 582 295 231 1,108

訪問教育（施設） 0 163 85 175 423

区分
医療的ケアが必要な幼児児童生徒数（名）

※1

（１）特別支援学校における医療的ケアが必要な幼児児童生徒数（平成22年度）

５．特別支援学校等における医療的ケアの今後の対応について

訪問教育（施設） 0 163 85 175 423

訪問教育（病院） 0 237 111 184 532

合計 48 3,696 1,737 1,825 7,306

在籍者数（名） 1,484 34,891 26,707 53,592 116,674

割合(%) 3.2% 10.6% 6.5% 3.4% 6.3%
※2

医療的ケア対象幼児児童生徒
看護師数（名） 教員数（名）

年度

対象等

（２）幼児児童生徒数、医療的ケアに関わっている看護師・教員数の推移

在籍校数（校） 幼児児童生徒数（名）

１７年度 542 5,824 597 2,769

１８年度 553 5,901 707 2,738

１９年度 553 6,136 853 3,076

２０年度 580 6,623 893 3,442

２１年度 622 6,981 925 3,520

２２年度 626 7,306 1,050 3,772

年度

24

介護サービスの基盤強化のための介護保険法等の一部を改正する法律による社会福祉士及
び介護福祉士法の一部改正に伴い、平成24年４月より一定の研修を受けた介護職員等は一
定の条件の下にたんの吸引等の医療的ケアができるようになることを受け、これまで実質的
違法性阻却の考え方に基づいて医療的ケアを実施してきた特別支援学校の教員についても、
制度上実施することが可能となる。

５．特別支援学校等における医療的ケアの今後の対応について

文部科学省「特別支援学校等における医療的ケアの実施に関する検討会議」※において、
新制度下において特別支援学校が医療的ケアを行うに当たっての基本的な考え方や体制整
備を図る上で留意すべき点や、今回の制度が幼稚園、小学校、中学校、高等学校、中等教
育学校においても適用されることを考慮し、特別支援学校での実施経験等を踏まえ、小中
学校等において医療的ケアを実施する際に留意すべき点等について取りまとめた。

※検討会の内容や報告書については、以下の文部科学省ホームページにて公開している

http://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/chousa/shotou/087/index.htm

本報告を受け、文部科学省では、今後、特別支援学校及び小中学校等において、新制度
を効果的に活用し、医療的ケアを必要とする児童生徒等の健康と安全を確保するに当たり
留意すべき点等について整理し、都道府県・政令市教育委員会等に通知。（平成２３年１
２月２０日 ２３文科初第１３４４号通知「特別支援学校等における医療的ケアの今後の
対応について」）
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都道府県知事

・登録
・指導監督

・登録
・指導監督

・認定の決定
・認定証の返納

喀痰吸引等の制度（特別支援学校において想定されうる一例）

・登録の申請

５．特別支援学校等における医療的ケアの今後の対応について

教員等

学校

（登録特定行為事業者）

教育委員会
（登録研修機関）医師

指示書

・研修の実施、修得審査
・帳簿の管理
・業務規程の作成 等

・認定証の返納

報告書

・登録の申請
・登録の変更

・研修の受講
・認定証の申請

・登録の申請
・登録の変更
・登録の更新

・計画書の作成
・業務方法書の作成
・安全委員会の設置
・備品等の確保 等

教育委員会
学校と医療関係者との連携の下で安全に

実施される喀痰吸引等の提供体制を構築

教員等
（認定特定行為業務従事者）

特定行為の提供

対象者
（幼児児童生徒）

喀痰吸引
（口腔内、鼻腔内、気管カニューレ内部）

経管栄養

（胃ろう、腸ろう、経鼻経管栄養）

看護師

医師 医療関係者との連携
適切な役割分担

・研修修了証明証の交付
・認定証の交付

※教育委員会が登録研修機関となり、都道府県
知事が委託契約することにより、教育委員会
が認定書交付事務の一部を実施する場合を想
定したスキームであること。これまで、違法性阻却下においては、ケアの実施時に看護師の常駐

が条件となっていたが、新制度において教員等が実施するに当たっ
ては、学校常駐であることは問わない。しかし、子どもは状態が変化
しやすいことなどを考慮すると学校内に常駐することが望ましい。 26

○平成２３年６月１４日 衆議院厚生労働委員長より提出
○ 同 日 衆議院において可決
○ ６月１７日 参議院において可決・成立
○ ６月２４日 公布
○平成２４年１０月１日 施行

経 緯 等

６．障害者虐待の防止、障害者の養護者に対する支援等に関する法律について

障害者に対する虐待が障害者の尊厳を害するものであり、障害者の自立及び社会参加にとって障害者に対する虐待を防止することが
極めて重要であること等に鑑み、障害者に対する虐待の禁止、障害者虐待の予防及び早期発見その他の障害者虐待の防止等に関す
る国等の責務、障害者虐待を受けた障害者に対する保護及び自立の支援のための措置、養護者の負担の軽減を図ること等の養護者
に対する養護者による障害者虐待の防止に資する支援のための措置等を定めることにより、障害者虐待の防止、養護者に対する支援
等に関する施策を促進し、もって障害者の権利利益の擁護に資することを目的とするものであること。

法制定の趣旨

１ 国及び地方公共団体の責務等（法第４条関係）

法の概要（教育関係部分）①

国及び地方公共団体における責務等について、以下のとおり定めること。

(1) 障害者虐待の予防及び早期発見等を行うための関係省庁相互間その他関係機関及び民間団体の間の連携の強化、民間団体
の支援その他必要な体制の整備に努めること。（第１項関係）

(2) 障害者虐待の防止等の職務に携わる専門的知識及び技術を有する人材等の確保及び資質の向上を図るための関係機関の職
員の研修等の必要な措置を講ずるよう努めること。（第２項関係）

(3) 障害者虐待に係る通報義務等について必要な広報その他の啓発活動を行うものとすること。（第３項関係）

27



２ 障害者虐待の早期発見等（法第６条関係）

国及び地方公共団体の障害者の福祉に関する事務を所掌する部局等、障害者福祉施設、学校、医療機関、保健所その他障害
者の福祉に業務上関係のある団体並びに障害者福祉施設従事者等、学校の教職員、医師、歯科医師、保健師、弁護士その他障
害者の福祉に職務上関係のある者及び使用者が、障害者虐待の早期発見等に努めなければならないこと等を定めること。

法の概要（教育関係部分）②

６．障害者虐待の防止、障害者の養護者に対する支援等に関する法律について

３ 就学する障害者に対する虐待の防止等（法第２９条、第３０条関係）

学校、認定こども園の長は、教職員、児童、生徒、学生その他の関係者に対する障害及び障害者に関する理解を深めるための研
修の実施及び普及啓発、就学する障害者に対する虐待に関する相談に係る体制の整備、就学する障害者に対する虐待に対処す
るための措置など当該学校、認定こども園に就学する障害者に対する虐待を防止するため必要な措置を講ずるものとすること。

４ 施行期日（法附則第１条関係）

法は、平成２４年１０月１日から施行すること。

28

５ 検討（法附則第２条関係）

政府は、学校、保育所等、医療機関、官公署等における障害者に対する虐待の防止等の体制の在り方並びに障害者の安全の確
認又は安全の確保を実効的に行うための方策、障害者を訪問して相談等を行う体制の充実強化その他の障害者虐待の防止、障
害者虐待を受けた障害者の保護及び自立の支援、養護者に対する支援等のための制度については、法の施行後３年を目途として、
児童虐待、高齢者虐待、配偶者からの暴力等の防止等に関する法制度全般の見直しの状況を踏まえ、法の施行状況等を勘案して
検討を加え、その結果に基づいて必要な措置を講ずるものとすること。



 




